
0指標値
1

実　績 162 178 －－－成　果（効果･予測）

・防火意識が向上することで、一般住宅からの出火防止 名称 住宅用火災警報器設置率の調査 単位 回
　が図られます。 活

内容説明 住宅用火災警報器設置率調査の実施回数・住宅用火災警報器を設置推進することで、火災による 動

　人的被害・物的被害の低減を図ります。 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 2 2 2指標値
2

実　績 2 2 －－－

名称 住宅防火モデル地区における火災予防啓発活動 単位
活

内容説明 住宅防火モデル地区火災予防啓発チラシ配布件数動

課　題 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

住宅用火災警報器が義務設置になってから新築住宅が12 標 予　定 0 0 4,510指標値
年、既存住宅で7年以上が経過し、電池切れや更新が必 3

実　績 0 2,663 －－－要な機器があることから、広く周知が必要です。また、

未設置世帯についても各種メディアやイベント等を通じ 名称 住宅防火モデル地区における火災予防啓発活動 単位
て市民への更なる啓発が必要です。 活

内容説明 タブレット端末を使用した火災予防啓発件数動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 0 0 1,000指標値
4

実　績 0 282 －－－

４.今後の方針等
27年度 Ⅰ：現状のまま継続 28年度 Ⅰ：現状のまま継続 29年度 Ⅰ：現状のまま継続

住宅用火災警報器の適正な維持管理について広報媒体での周知に加え、住宅防火モデル地区を指定し、効果

的な手法を研究しながら設置率の向上を図ります。また、福祉部局と連携を取りながら、未設置世帯に対し

ては継続して早期の設置促進、設置済み世帯に対しては電池切れを考慮した機器の交換等適正な維持管理の
今後の方針等

周知を図ります。

平成２９年度　事務事業評価表
9727

一般会計

事務事業名 住宅防火対策事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

消防本部 予防課 予防担当 竹内　洋

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 まちの健康・安全と安心が感じられるまち

総合計画体系 個別目標 災害への対応力を高める

めざす成果 十分な消防力が整っている

消防法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成4年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

市内の住宅 28年度（決算額） 29年度（決算額） 30年度（予算額）
事業費 452 694 626

人件費 4,035 6,191 5,413

目　的 総事業費 4,487 6,885 6,039

火災による人的被害を低減するため、住宅の防火対策を 30年度事業費（予算額）財源内訳
推進します。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

・春と秋の全国火災予防運動に合わせ、緊急通報システ その他 0

　ム利用者宅を訪問し、火気の使用状況等の診断を行　 一般財源 626

　い、防火意識及び防火対策の必要性を周知します。 合　計 626

・住宅火災における逃げ遅れによる死者の発生を防止す ３.活動内容
　るため、広報紙等広報媒体の活用及び各イベント会場 名称 住宅防火訪問診断数 単位 件
　等におけるPR活動を行うほか、広報効果の高い場所に 活

内容説明 住宅防火訪問診断の実施件数　横断幕等を掲示し、住宅用火災警報器の適正な維持管 動

　理と、未設置世帯への設置促進を図ります。 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 171 171 30



５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
防火・防災思想の幅広い普及のため、市が主体となって行う必要があります。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：十分に成果を上げている。

事務事業の成果 住宅防火対策の一環として住宅用火災警報器設置や維持管理の啓発に努めています。

住宅用火災警報器の作動により異常を早期に知ったことで、逃げ遅れの回避や火災に
Ａ Ａ Ａ

至らなかった事例があげられ、設置した成果を上げています。

評価結果 事業費、人件費は適正か。

27年度 28年度 29年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
必要最小限の事業費・人件費であると判断しています。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性
住宅防火対策の一環として市内全域の住宅に対して住宅用火災警報器設置及び維持管

理の啓発に努めていることから、受益は公平であり、負担は適正であると判断してい
Ａ Ａ Ａ

ます。

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減に向けた

取り組み４点について十分に行ったか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：社会的配慮を十分に行っている。

社会的配慮
緊急通報システム利用者宅への訪問や、市の主催するイベントへ職員が参加し、住宅

防火の必要性について市民へ直接指導しています。また、ホームページを有効活用し
Ａ Ａ Ａ

環境負担の軽減に努めています。



を身に付けるとともに、団体行 名称 訓練参加人員 単位 人
  動を通じて「自助・共助」の精神を養います。 活

内容説明 訓練実施回数×参加人員・家庭及び地域での防火・防災意識が高まります。 動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 2,830 4,125 4,850指標値
2

実　績 2,259 5,904 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

・近年における災害発生状況に鑑み、これまでの火災予 標 予　定指標値
防への取組みと合わせ、地震災害に対する取組みについ 3

実　績 －－－てはさらに強化する必要があります。

また、少年消防団で習得した知識や技術について、地域 名称 単位
で活かす機会を作る必要があります。 活

内容説明・団員数の飛躍的増加に伴い、適切な事務処理と安全管 動

理のため人工の確保が課題となります。 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
27年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 28年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 29年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

・近い将来、大規模な地震の発生する確率が示されたことを受け、防災マップの作成や避難所運営訓練など

　地震災害の対応に特化した研修や訓練の更なる強化を図ります。

・地震災害等が発生した際に、地域社会で活動できる人材について実効的な育成強化を図ります。
今後の方針等

・中学生団員は、塾や部活などの両立で訓練参加が不定期となることから、多くの団員が一定の知識や技術

　を習得できる訓練内容の構築を行います。

【「健康都市やまと」まち・ひと・しごと創生総合戦略関連事業 】

平成２９年度　事務事業評価表
9724

一般会計

事務事業名 少年消防団支援事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

消防本部 予防課 予防担当 竹内　洋

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 まちの健康・安全と安心が感じられるまち

総合計画体系 個別目標 災害への対応力を高める

めざす成果 十分な消防力が整っている

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成5年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

市内在住の小学４年生から中学３年生までの男女　　 28年度（決算額） 29年度（決算額） 30年度（予算額）
交付先：大和市少年消防団運営委員会 事業費 5,396 7,094 7,254

人件費 20,612 22,044 26,787

目　的 総事業費 26,008 29,138 34,041

火災予防に必要な知識、技術を習得し、防火マナーを身 30年度事業費（予算額）財源内訳
に付けるとともに、火災予防の啓発を行います。 国支出金 0

県支出金 2,408

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

・訓練での講話などを通じて火災予防に関する知識など その他 0

  を習得させ、実践訓練で消防技術を身に付けます。 一般財源 4,846

・大和市民まつり、消防出初式等の行事を通じて市民　 合　計 7,254

　に対する火災予防思想の普及啓発を行います。 ３.活動内容

名称 入団者数 単位 人
活

内容説明 少年消防団入団者数動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 113 165 194指標値
1

実　績 112 164 －－－成　果（効果･予測）

・各種訓練で防火マナー



険物製造所等の査察件数れます。 動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 145 150 132指標値
2

実　績 150 160 －－－

名称 危険物製造所等の不備事項無の施設数 単位 施設
活

内容説明 前年度実績を目標値動

課　題 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

法令改正が行われ、経過措置後も新法令に適合していな 標 予　定 55 78 109指標値
い施設に対する改正経緯の説明及び、施設改善の指導に 3

実　績 78 109 －－－時間を要する場合があります。

名称 単位
活

内容説明動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
27年度 Ⅰ：現状のまま継続 28年度 Ⅰ：現状のまま継続 29年度 Ⅰ：現状のまま継続

・危険物製造所等を保有する事業所に対して、関係法令の遵守、自主保安管理の推進及び災害の発生防止に

　ついて、今後も適正な指導を行います。

・平成22年に危険物地下貯蔵タンクに係る法令改正が行われ、地盤面下に直接埋設された地下貯蔵タンクに
今後の方針等

　対し流出事故防止対策に係る措置が必要となったことから、改修を必要とする地下貯蔵タンクを有する事

  業所に対し、腐食を防止するためのコーティング等の指導を継続していきます。

・危険物施設の老朽化が認められる事業所に対し、適正な維持管理や改修工事の手続き等の指導を積極的に

　行います。

平成２９年度　事務事業評価表
9726

一般会計

事務事業名 危険物施設等許認可指導事務

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

消防本部 予防課 予防担当 竹内　洋

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 まちの健康・安全と安心が感じられるまち

総合計画体系 個別目標 災害への対応力を高める

めざす成果 十分な消防力が整っている

消防法

根拠法令 名　称 危険物の規制に関する政令

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和39年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

危険物製造所等 28年度（決算額） 29年度（決算額） 30年度（予算額）
事業費 196 103 465

人件費 10,033 8,430 8,430

目　的 総事業費 10,229 8,533 8,895

危険物に起因する災害の防止を図ります。 30年度事業費（予算額）財源内訳
国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

・消防法に定める危険物製造所等について、許可、予防 その他 0

  規程の認可、完成検査及び危険物タンクの事前検査等 一般財源 465

  を行います。 合　計 465

・危険物製造所等の立入検査を実施し、施設の安全確保 ３.活動内容
  を図ります。 名称 事務処理件数 単位 件

活
内容説明 危険物製造所等の許認可及び届出件数動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 223 192 198指標値
1

実　績 192 198 －－－成　果（効果･予測）

危険物製造所等への適正な指導により、施設での事故の 名称 査察実施数 単位 件
未然防止及び災害が発生した場合の被害の拡大防止が図 活

内容説明 危



10 1,328 －－－

名称 消防訓練等参加人員 単位 人
活

内容説明 事業所における自衛消防隊の訓練参加人員動

課　題 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

災害が多様複雑化しており、各事業所等の消防計画に基 標 予　定 67,045 80,526 80,340指標値
づいた自主防火管理体制の確立が不可欠です。火災に対 3

実　績 80,526 80,340 －－－する危機意識を向上させ、多くの事業所に自衛消防訓練

の実施を促進することが課題となります。 名称 単位
活

内容説明動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
27年度 Ⅰ：現状のまま継続 28年度 Ⅰ：現状のまま継続 29年度 Ⅰ：現状のまま継続

・防火協力団体の加盟事業所を対象とした消火技術大会及び会員研修を実施し、加盟事業所への防火管理体

　制の充実、強化を図ります。その他の事業所に対しては、自衛消防訓練等を通じて自主防火管理体制の充

　実と強化を図るよう指導していきます。
今後の方針等

・これまで数年にわたり協会加盟事業所から社会的影響のある重大な火災事故が発生していないことから、

　今後も防火安全協会の事業をメディアなどを通じて、より積極的にPRし、新たに協会に加盟する事業所の

　啓発を行います。

平成２９年度　事務事業評価表
9728

一般会計

事務事業名 防火管理･保安体制等確立支援事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

消防本部 予防課 予防担当 竹内　洋

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 まちの健康・安全と安心が感じられるまち

総合計画体系 個別目標 災害への対応力を高める

めざす成果 十分な消防力が整っている

消防法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和39年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

市民(事業者等含む)　　　交付先：大和市防火安全協会 28年度（決算額） 29年度（決算額） 30年度（予算額）
事業費 373 183 255

人件費 9,888 9,179 9,628

目　的 総事業費 10,261 9,362 9,883

事業所及び学校などの自主防火管理体制を確立します。 30年度事業費（予算額）財源内訳
国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

事業所などで自衛消防訓練を指導し、防火管理体制の確 その他 0

立を図ります。 一般財源 255
合　計 255

３.活動内容

名称 危険物取扱者保安講習会 単位 回
活

内容説明 危険物取扱者保安講習会の実施回数動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 2 2 2指標値
1

実　績 2 2 －－－成　果（効果･予測）

防火意識の高揚及び危険物災害の防止が推進され、市民 名称 消防訓練指導 単位 回
の安全・安心が図られます。 活

内容説明 事業所による自衛消防訓練の実施数動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 848 1,210 1,328指標値
2

実　績 1,2



できます。 活
内容説明 不備事項の指導に対する履行件数動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 555 711 478指標値
2

実　績 711 478 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

複合用途防火対象物は、社会情勢の変化からテナントの 標 予　定指標値
入れ替え頻度が高く、管理権原者や建物の実態把握が困 3

実　績 －－－難となる対象物が増加しています。

また、社会福祉施設等の増加に伴い、宿泊を伴う施設が 名称 単位
増加し、夜間の防火管理体制を一定の水準に維持してい 活

内容説明く必要があります。 動

さらに、防火対象物の範囲拡大に伴い、小規模特定飲食 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

店等を把握する必要があります。 標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
27年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 28年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 29年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

・重大な消防法令違反のある防火対象物について、建物の危険性に関する情報を公表することで、利用者等

　の防火安全に対する認識を高めるとともに、違反対象物の早期是正を図ります。また、立入検査等によ　

　り、防火管理業務の適正化及び消防用設備等の設置を促進し、火災被害の軽減を図ります。
今後の方針等

・社会福祉施設及びホテル・旅館等の職員の防火管理意識の向上を図るための実務研修会をさらに充実させ

　ます。

・住宅宿泊事業法の施行に伴い、関係機関と連携を図り健全な民泊が行われるよう適正な指導に努めます。

平成２９年度　事務事業評価表
9729

一般会計

事務事業名 火災予防査察事務

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

消防本部 予防課 査察指導担当 竹内　洋

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 まちの健康・安全と安心が感じられるまち

総合計画体系 個別目標 災害への対応力を高める

めざす成果 十分な消防力が整っている

消防法

根拠法令 名　称 消防法施行令

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和39年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

一般住宅以外の全ての防火対象物及びその関係者 28年度（決算額） 29年度（決算額） 30年度（予算額）
事業費 253 194 169

人件費 45,695 41,219 40,275

目　的 総事業費 45,948 41,413 40,444

防火対象物の施設及び管理の実態を明らかにして、火災 30年度事業費（予算額）財源内訳
予防上の適否を検査・確認するとともに、火災時の人命 国支出金 0

の安全確保及び被害の軽減を図ります。 県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

防火対象物の立入検査を行い、火災予防上の不備事項に その他 0

ついて是正指導を行います。 一般財源 169
合　計 169

３.活動内容

名称 査察実施数 単位 件
活

内容説明 大和市火災予防査察規程に基づく実施件数動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 1,649 1,466 1,228指標値
1

実　績 1,493 1,228 －－－成　果（効果･予測）

防火対象物の火災件数が減少し、火災による被害の軽減 名称 不備事項に対する是正履行件数 単位 件
を図ることが



標 予　定 134 129 202指標値
2

実　績 129 202 －－－

名称 消防用設備等検査実施数 単位 件
活

内容説明 消防法に基づく検査動

課　題 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

防火対象物の小規模な増改築や雑居ビル等のテナントの 標 予　定 204 311 283指標値
入れ替えが、消防に届出や事前相談がないまま実施され 3

実　績 311 283 －－－ることがあり、面積要件や用途の変更により、消防用設

備等の設置要件が変わることで、違反対象物となる場合 名称 単位
があることから、こうした防火対象物の把握に努めて適 活

内容説明切に指導していくことが必要であります。 動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
27年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 28年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 29年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

建築確認申請時に消防同意事務を通じた防火に関する指導を適正に行い、建物の火災予防上の安全性を確保

します。また、消防法等、法令に基づいた消防検査を実施することで、市民が安心して建物を使用できるよ

うにします。
今後の方針等

政令改正に伴い関係機関との情報共有を図り、小規模飲食店の消火器設置について適切な設置指導に努めま

す。

平成２９年度　事務事業評価表
9730

一般会計

事務事業名 防火対象物消防用設備設置指導事務

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

消防本部 予防課 査察指導担当 竹内　洋

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 まちの健康・安全と安心が感じられるまち

総合計画体系 個別目標 災害への対応力を高める

めざす成果 十分な消防力が整っている

消防法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和39年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

防火対象物の所有者等 28年度（決算額） 29年度（決算額） 30年度（予算額）
事業費 72 156 97

人件費 20,066 20,547 25,290

目　的 総事業費 20,138 20,703 25,387

火災の早期発見、初期消火等に必要な消防用設備等の設 30年度事業費（予算額）財源内訳
置指導を行います。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

建築確認申請提出前の事前相談及び消防同意における審 その他 0

査指導並びに消防用設備等の設置に係る書類審査及び消 一般財源 97

防検査などを行います。 合　計 97

３.活動内容

名称 建築同意件数 単位 件
活

内容説明 建築確認申請時の消防同意動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 547 488 584指標値
1

実　績 488 584 －－－成　果（効果･予測）

防火対象物の安全性が向上し、火災の発生及び火災によ 名称 消防用設備設置指導数 単位 件
る被害の軽減を図ることができます。 活

内容説明 消防法に基づく指導動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度



績 15 15 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

出火原因のうち「放火又は放火の疑い」が毎年上位であ 標 予　定指標値
ることから、市民に対し、さらに効果的な注意喚起が必 3

実　績 －－－要となります。

名称 単位
活

内容説明動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
27年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 28年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 29年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

・小中学生を対象に防火ポスターを募集し、優秀作品を各種イベントや広報媒体などを通じて、防火意識の

　向上及び火災予防の啓発に努めます。

・連続放火火災が発生した地域では、自治会と連携した「防火パトロール」の実施、「放火火災防止チラ　
今後の方針等

　シ」の回覧など、地域住民への情報提供及び注意喚起を行います。

・乾燥注意報が継続して発令された場合には、火の取扱い注意の広報を行います。

平成２９年度　事務事業評価表
9731

一般会計

事務事業名 火災予防広報事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

消防本部 予防課 予防担当 竹内　洋

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 まちの健康・安全と安心が感じられるまち

総合計画体系 個別目標 災害への対応力を高める

めざす成果 十分な消防力が整っている

消防法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和39年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

市民（事業者等含む） 28年度（決算額） 29年度（決算額） 30年度（予算額）
事業費 625 768 762

人件費 9,052 7,886 7,886

目　的 総事業費 9,677 8,654 8,648

火災の発生防止及び火災による被害の軽減を図ります。 30年度事業費（予算額）財源内訳
国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

春秋全国火災予防運動・危険物安全週間など防火運動を その他 0

中心に、総合消防訓練の実施及び広報紙等による広報活 一般財源 762

動を行うことにより、火災予防思想の啓発を行います。 合　計 762

３.活動内容

名称 春・秋の火災予防運動 単位 回
活

内容説明 総合消防訓練の実施回数動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 2 2 2指標値
1

実　績 2 2 －－－成　果（効果･予測）

市民の防火、防災に関する意識が高まります。 名称 新聞折込等チラシによる火災予防啓発回数 単位
活

内容説明 火災予防に関するチラシを配布した実施回数動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 15 15 15指標値
2

実　


